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1.は じめに

高等教育のユニバーサル化が本格 化したことや、加速

するグローバル化などの社会的変化により、従来の大学

教育は変革を余儀なくされている。大手前大学(以 下、「本

学」とい う。)も例外ではなく、多様化する学生それぞれ

に対 して意味のある教育をいかに構築す るかが切実な問

題 となっている。

このような状況の中で、本学は 「リベ ラルアーツ型教

育」をキ.___ワー ドとした大学改革を遂行 してきた。 とく

に導入教育や初年次教育にっいては、主体的な学修力を

育成するための起点として学士課程の中に位置づけ、さ

まざまな取 り組みを実施 してきた。 しかしこれまで、そ

うした入学初期における取 り組みが、学士課程の中でど

のように機能 しているかとい う視点での分析は十分に行

われてこなかった。学士課程全体にわたる一貫した教育

を推進するためには、こうした検証を行 う必要がある。

そこで本稿では、とくに学修状況に関する学士課程を

通 した知見を得ることを日的とし、入学前教育や初年次

教育における学修状況 と経年後の成績 との関係について

考察する。

2.学 士課程教 育

2.1.学士課程と質保証

中央教育審議会(以 下、「中教審」 とい う。)や かつて

の大学審議会による各種答申によると、それぞれの大学

はその理念に基づいて学士課程教育を組織的に構築 し、

改善しながら提供していくことが求められている。 とく

に 「学士課程答申」(中教審2008)で は、学士 として保

証する能力を明確にした うえで入口から出ロへの一貫 し

た学士課程を構築することを提言 している。

これ らを踏まえ、本学においても教育の質保証につい

ての議論がなされた。 この議論を経て、本学の卒業生は

学士課程を通して専門性 と社会人基礎力を統合し、広く
一般から認められる 「就業力」を身に付けるものとし

、

この質保証の実現に向けて全学的に取 り組むことを宣言

した。現在は、学修成果を評価するための基準や方法の

策定、学修成果を可視化するITシ ステムの整備な どに着

手している。

また、2012年3月 の中教審審議まとめ 「予測困難な時

代において生涯学び続け、主体的に考えるカを育成する

大学へ」(中教審2012)に おいて、授業時間外での主体

的な学修時間の増加や学修成果の把握の必要性が謳われ

てい ることか らも、いままさに学修 の過程や成果の評

価 ・可視化が求められているといえる。

2.2.入学前教 育・初年次教 育と学士課程

本学は2007年 度の学部改組を機 に、 リベ ラルアーツ型

教育に必要な仕組みとして、「3学部クロスオーバー」「ユ

ニッ ト自由選択制」な ど、学部を超えた履修を可能 とす

る制度を導入 し、これに基づいて教育改革を推進 してき

た。その中で本学は とくに、 リベラルアーツ型教育の起

点として初年次教育の重要性に着 目し、注力 してきた。

リベラルアーツ型教育においては、大学での学びに必要

なアカデ ミックスキル等の習得はもちろん、学生が主体

的に 目標設定することにより自らの学びに責任を持つ仕

組みを作ることが重要である。本学は、このような観点

か ら、PDCAサ イクルに則った継続的な主体的学修がで

きるようになる教育システムの構築を目指 し、全学的、

組織 的に初年次教育を実践 してきた。必修科 目としては、

全学部共通で 「フレッシュマンセ ミナー」 「日本語表現」

「英語表現」「情報活用」の4科 目を初年次の春学期 ・秋

学期にそれぞれ配置 した1。

さらに本学は、入学決定者 に対す る入学前教育を2009

年度より全学的に実施 してきた。入学前教育では、大学

での学びのウォー ミングア ップ となる課題や、入学後に

使用するWebシ ステムの体験などにより、学生を初年次

教育ヘスムーズに接続することをね らった。入学生の課

題提出状況は、学生盾報 として入学後の授業担当教員へ

提示 したほか、学修意欲の面で支援の必要な学生を早い

段階で見つけ出すことにも活用 した。

このように、本学はこれまで、入学前教育や初年次教

育を学士課程の入口として重視 してきた。一貫 した学士

課程を構築するとい う観点をふまえると、これ らの教育

プログラムにおける学修状況がその後の学士課程での学

12011年 度 以降は 「キャ リアデザイ ン」 「英 語」 「1青報活用」の3科 目
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修成果 とどのような関係をもっているのか検証する必要

がある。

3.学 修状況 と学修成果

本稿では、入学前教育や初年次教育における学修状況

と、学年進行を経たあとの成績 との関係を調べる。 これ

により、学士課程初期の学修状況と経年後の学修成果と

の関係を考察する。

3.1.学修成果の指標

3.1.1.GPA

本稿で は、学修成果 を示すひ とつの指標 として、

GPA(GradePointAverage)か らアプローチする。本学に

お ける成績評価は表1の とお りである(大 手前大学

2012)2。GPAの 値は履修科 目のGP(GradePoint)と 単位

数 との加重平均と定義 され、0か ら4の 間の値をとる。

本学では、卒業要件 のひとつ として入学時からの通算

GPAが1.5以 上であることを定めているなど、GPAを 質

保証のツールとして実質化 させている。

本学は、ひとつの年度を春学期 と秋学期の2学 期に分

けたセメスター制を導入 している。 これにともない、適

時的な履修指導を行 うために学期ごとのGPAが 算出さ

れる。入学時から直近の学期までの通算GPAも ひ とっの

指標であるが、通算GPAは 学期 を経 るにつれ履修単位数

の累計が大きくなるため、値が変化 しにくくなる。

表1大 手前大学における成績評価とGP

評語 意味 GP

要件のひとっが 「通算GPAI.5以 上」であることを根拠

とする。すなわちGPAが1.5未 満であることは、そのま

までは卒業できない状態であることを意味する。

3.2.学修状況の指標

学修状況を示すものとして、次の3種 類の指標を考える。

(1)入 学前教育課題提出率

2009年 度、2010年 度の入学前教育においては、「日

本語表現」「英語表現」晴 報活用」の3科 目について全

4回、計12回 の課題を課 し、携帯電話対応型LMSを 通

じて提出させた。この12回 の課題の提出率を1つ めの指

標 とし、次の3群 に分類する。

・全提出:12回 すべての課題を提出している

・一部提出:提 出回数が1回以上12回 未満である

・無提出:1回 も提出していない

(2)1年 次必修科 目春学期出席率(4科 目平均)

春学期全15回 の出席率を、1年 次必修4科 目(科 目名

は2.2に記述)に ついて平均したものを2つ めの指標 と

し、次の3群 に分類する。

・95%以 上(ほ とんど出席)

・80%以 上95%未 満(や や欠席 しがち)

・80%未 満(欠 席しがち(平 均1科 目4回以上))

(3)1年 次末通算GPA

前節ではGPAを 学修成果の指標 とみなしたが、ここ

では、学士課程におけるある時点での通算GPAを 、そ

の時点での学修状況の一種であるとみなす。1年次末の

通算GPAを3つ めの指標 とし、3.1.2と 同様の定義で、

「高」「中」 「低」の3群 に分類する。

A

B

C

D

F

特に優秀な成績

優れた成績
一応その科目の要求を満たす成績

単位が与えられる最低の成績

不合格

4
↓

3

2

1

0

3.1.2.成績パターンの分類

学修状況と成績との関係を分析するにあた り、GPAの

値の範囲を以下のとおり3つ のパターンに分類する。
・高:GPA3 .0以 上

・中:GPA1 .5以 上3.0未 満

・低:GPA1 .5未満

GPA3.0以 上は平均してrB(優 れた成績)」以上の成

績を得ていることに相当するため、GPA.が 「高」い とみ

なす。GPA1.5未 満を 「低」い とみなすのは、本学の卒業

4.分 析結果

本稿では、3.2で示 した学修状況に関する3種類の指標

と、学修成果の指標としてのGPAと の関係を調べた。

分析対象は、2009年 度および2010年 度入学生とした。

ただし、2、3年 次から編入 した者、休学または海外留学

した期間のある者、および2012年5.月1日 の時点で学籍を

失 している者は分析対象か ら除いた。また、入試時期の

違いにより、入学前教育の課題への取 り組み期間が異な

る学生についても分析対象から除いた。その結果、「入学

前教育課題提出率」については2009年 度生557人 、2010

年度生650人 、「1年次必修科 目春学期出席率」と 「1年次

末通算GPA」 については2009年 度生634人 、2010年 度生

699人 が分析対象 となっている。

学修成果の指標としてのGPAに は、2009年 度生にっい

ては3年次の秋学期GPAを 、2010年 度生については2年次

の秋学期GPAを それぞれ用いた。
2GPAx橡 となる評語のみ抜粋
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■3年 融〔≡P且高

■ヨ年敢唱F且中

■三年融〔SPA低

σ髄20964{恥DE{押 岳 ・t.

各群 にお叶る庇親 パターンの割 告

図1入 学前課題提出率と3年 次秋学期GPA

(2009年 度生、文橡557人)

■3年 租唱F且高

■3年 拙帽F且中

■3年 拙帽F且低

oり丘x4伽 邑概m・i・,

各 群に 詔け局哉績 パ舅一 ンの割 昔

図31年 次必修4科 目出席率(春 学期)と

3年 次秋学期GPA.(2009年 度生、文橡634人)

■ユ年 弔虹≡P且高

■王年 租咽F且中

■ユ年 醗`臥 低

口卍陥:口 日丘4{跳5覇5脳10〔 隅

各群に おけ筍1鴫績 パターンの割 合

図2入 学前課題提出率と2年 次秋学期GPA

(2010年 度生、文橡650人)

■ユ年融 〔ヨF且高

■2年 執 咽F且中

■ユ年弄妬PA低

o賄x4伽 邑概8脳 ・i・,

各群 における氏績 パ宇一 ンの割 台

図41年 次必修4科 目出席率(春 学期)と

2年 次秋学期GPA(2010年 度生、文橡699人)

■3年 杜旧F且高

■3年GPA中

■3年GPA低

σ髄 二〇監4{跳5服5脳1U口 喘

mに おけ呑成頼パターンの割R

図51年 次 末 通 算GPA.と3年 次秋 学期GPA

(2009年 度 生 、 文橡634人)

■⊇年 龍虻〔≡P且高

■王年 租咽F且中

■ユ年 醗`臥 低

o髄20964{瑞5〔 旧5849610〔 隅

各群 における哉績 パター ンの割 含

図61年 次末通算GPAと2年 次秋学期GPA

(2010年 度生、女橡699人)
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図1～6は 、学修状況の指標に基づき分類された各学生

群について、成績パターン(「高」 「中」「低」)の 分布 を

示 したものである。いずれの図からも、学修状況が良い

ほど成績が高い学生の割合 も高くなっていることがわか

る。図5、6か らわかるように、その傾向は 「1年次末通算

GPA」 において最も顕著である。これは、1年次全体の学

修状況がそのまま学士課程全体の学修状況に結びっきが

ちであることを示している。

「1年次末通算GPA」 ほどの強い傾向はないが、「入学

前教育課題提出率」および 「1年次必修科 目春学期出席率」

も同様の傾向がある。この結果は、1年次の春学期あるい

は入学前の時点で、学修に関す る学生の特質を推定でき

る可能性を示唆している。ただし、これらの指標は単に

「提出したか否か」「出席 したか否か」という量的な指標

である。課題の内容や出席態度などの質的なデータを含

めて分析すれば、学修に関する学生の特質、指向性 をモ

デル化できる可能性があると考えられる。
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5.お わ りに

本稿における分析結果から、入学前から初年次の1年

あま りに関する学修状況が良好なほど、経年後の学修成

果 も良好である傾向がみられることが明らかになった。

また、現在著者 らにより学修状況と休退学との関係 も分

析中であり、同様の傾向がみられることが示されつつあ

る。すなわち、「課題提出や出席ができない」とい う学修

に対する不適応性は、それ以降の学士課程における学修

に大きく関与する可能性が高い。 こうしたデータを有効

に活用すれば、入学前や初年次の初期の段階からそ うし

た学生を発見し、支援の方法を探 ることも可能になると

いえる。

2012年 度より、本学ではLMS3上 で出席状況を管理す

ることが可能とな り、必修科 目と1年 次の全科 目におい

て出席状況の登録を行 うこととした。今後は本学の全授

業科 目において出席管理を行 う予定である。今後の課題

としては、(1)入学初期の学修状況に関して分類 された学

生群のそれぞれについて、学修状況や学修成果がどのよ

うに経年変化 していくか分析する、(2)全授業科 目の出席

状況のデータを活用 し、学生個別の詳細な出席パターン

を分析する、(3)出席状況のデータを他の学修状況等のデ

ータと合わせて分析す ることにより、学生の特質に関す

る数理モデルを構築する、といったことが挙げられる。

3LearningManagementSystemの 略 本学 においては、独 自開発の
"e}Campus"を 活用 してい る

。
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